

























第 3章 労働法典 L. 82216 条
―フランチャイズ契約から労働契約への再法性決定




第 4章 労働法典 L. 73212 条―再法性決定をせずに労働法典を適用
第 1節 はじめに―L. 73212 条の紹介
第 2節 L. 73212 条の適用要件をめぐる議論
第 3節 L. 73212 条の判例の解釈に対する批判的見解









ジーへの労働法規範の適用に関しては, 加盟者 (ジー) を労働者と認定
する地方労働委員会の命令が出されている。すなわち, セブンイレブン
に関して岡山県労委平26・3・13別冊中労時 (重要命令・判例) 1461号 1
頁およびファミリーマートに関して東京都労委平27・3・17別冊中労時






























258(258) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(１) なお, たとえば, ファミリーマートの労働組合 (加盟店ユニオン) の
人数は13名で, うち12名は店長を務めており, その内訳は, 組合員個人が
ザーとフランチャイズ契約を締結している者が10名, 法人代表者としてと


















法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 259(259)
(２) 菅野和夫『労働法』(弘文堂, 第11版補正版, 2018年) 786頁。本文で
挙げた判断要素は,「ビクターサービスエンジニアリング事件」(最三小判
平24・2・21労判1043号 5 頁) で示されたものである。
(３) 加盟者の労働者性および各労働委員会命令については, 神田孝『フラ
ンチャイズ契約の実務と書式』(三協法規出版, 改訂版, 2018年) 286頁以
















































260(260) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
渉を目指して―企業と金融サービスに関するオーストラリア連邦議会合同
委員会『フランチャイジング行為規則の運用と効果に関する調査報告書




































































ここで, フランス法に目を転じてみると, フランス法では, 労働法典 L.
82216 条において, フランチャイズ契約について再法性決定 (requalifi-

























262(262) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
保護を及ぼすという方法が用意されている。この後者の議論は, 前者の議
論と比較した場合, 労働契約への再法性決定をすることなくフランチャイ
ズ契約に労働法規範が適用される点, また, L. 73212 条の適用にあたっ






















法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 263(263)
(10) 菅野・前掲註(２)781頁。本文で述べた観点から労組法上の労働者概
念を検討すべきであるという点について, 現在の学説はほぼ一致している













る要素が問題となるのか示すための前提作業として, 第 2 章においては
同契約の定義および特性について簡単に触れる。




続く第 4 章では, L. 73212 条をめぐる議論を取り上げ, チェーン店管
理者としてジーが扱われるにあたりしばしば議論となる要素であるザーに
よる労務の条件や価格に対する拘束等について検討を行う。また, あわせ
て L. 82216 条および L. 73212 条の適用が認められ, その結果労働法規
範が適用された場合の効果についても論じ, 実際にジーが労働法上いかな
る保護を受けることができるのか示したい。


































de la Franchise : FFF) が採用する倫理綱
領においてもフランチャイズ契約の定義がなされているので, こちらも簡
単に触れておきたい。
まず, 判例による定義であるが, 最初期の裁判例による定義として, パ













法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 265(265)
(11) F. -L. Simon, et Pratique du droit de la Franchise, Jory 	
,
2009, n10, p. 6.
(12) D. Legeais, Franchise, JCI, Fasc. 316, 2012, n1.
(13) CA Paris, 28 avr. 1978, Cah. dr. entr. Distribution 1980 n5, p. 6, note J. -
M. Leloup.


















































266(266) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(15) CA Toulouse, 25 mai. 2004, Juris-Data n247226.
(16) ヨーロッパフランチャイズ倫理綱領についてはフランス・フラン
チャイズ連盟 (FFF) のホームページにて閲覧可能である [http://www.
franchise-fff.com/franchise/le-cadre-reglementaire/le-code-de-deontologie-eur
opeen] (2020年 3 月 6 日最終閲覧)。
(17) C. Grimaldi et al., Droit de la franchise, Litec, 2017, n6, p. 3.
第 2 節 フランチャイズ契約を構成する要素とそれに内在するジーの制
約














法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 267(267)






治 (関西学院大学) 64巻 3 号371頁以下 (2013年) を参照願いたい。なお,
フランチャイズ黎明期における定義として1973年11月29日のアレテ




jan. 1974.) による定義があり, 同アレテにおいても,「ある企業が, 独立
した複数のある企業に対して, ロイヤルティ (redevance) の支払いと引き






(Simon, supra note 11, n11, p. 8.)。















































268(268) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(21) V.Ph. le Tourneau et M. 	
, FRANCHISAGE.－du franchisage.－
et domination dans le franchisage.－Droit de la concurrence et
franchisage, JCI, Fasc. 1045, 2016, n118.
(22) Ibid.,
(23) Cass. com., 3 juill. 1990, pourvoi n8720028.
(24) D. Ferrier et N. Ferrier, Droit de la distribution, Lexis Nexis, 7e ,
2014, n739, p. 406.




























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 269(269)
(25) Ph. le Tourneau, Les contrats de franchisage, Letec, 2e 
, 2007, n
651, p. 287.
(26) Simon, supra note 11, n513, p. 346.
(27) V. sous la direction de Louis Vogel, Droit GLOBAL Law La franchise au
carrefour du droit de la concurrence et du droit des contrats -Unis, Union













になるが, そこで適用されるのが労働法典 L. 82216 条である。




L. 82216 条をめぐる議論に入る前に, まずは, L. 82216 条の条文を確
認しておく。
労働法典 L. 82216 条
「Ⅰ.―以下の者は, 登記または登録を行うことによる活動の実行におい



















第 3章 労働法典 L. 82216 条―フランチャイズ契約から
労働契約への再法性決定
270(270) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(28) Tourneau, supra note 25 , n314, p. 141.
ものと推定される：




), 商業代理人登記簿 (registre des agents
commerciaux) に登録されている自然人, または家族手当の拠出金の回収
のための社会保障及び家族手当保険料徴収連合 (des unions de recouvre-
ment des cotisations de sociale et d’allocations familiales);
2o 旅客運送事業者登記簿 (registre des entreprises de transport routier de
personnes) に登録されている自然人で, 教育法典 L. 21418条による規定
または国内輸送の指導に関する1982年12月30日の法律第821153号第29条
に従った要請 (demande) においてスクールバス (transport scolaire) によ
る運送活動を行う者；
3o 商業会社登記簿に登録されている法人の経営者 (dirigeants) およびそ
の従業員；








以上が L. 82216 条の条文であるが, 同条に関する議論に入る前に, ま
ず, そもそもとして, フランス法における労働契約 (contrat de travail)
の定義を確認しておきたい。労働法典は労働契約について定義をしていな
いが, 一般に, 同契約は, 自然人 (労働者) が自然人または法人 (雇用者)





法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 271(271)
第 1節で紹介したように, 労働法典 L. 82216 条Ⅰは, 商業・会社登記






もっとも, 以上の推定は覆せないものではない。すなわち, L. 82216
条Ⅱにおいて, 労務の命令者との関係で恒常的に法的従属関係 (lien de









判例 (ソシエテ・ジェネラル判決) は, かかる関係は「命令 (ordres) お
























272(272) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(29) G. Auzero et al., Droit du travail, Dalloz, 32e , 2019, n197, p.
263.
(30) Grimaldi et al., supra note 17, n13, p. 8.
(31) この法的従属関係の立証責任はジーにあるものと解されている
(Simon, supra note 11, n50, p. 33.)。なお, 実際上は L. 82216 同条のい
う恒常的な法的従属関係の証明は困難なことが多いという(Auzero et al.,
supra note 29, n204, p. 271.)。





その他の契約とを区別する指標であり, かかる関係は, 指示, 監督および
制裁という 3つの要素によって特徴づけられる。
(34)










約を行い, 料金価格 (tarifs) を定めていた。また, ザーは契約交渉の際に





法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 273(273)





年冬季) 150頁)。なお, 同判決の詳細については, 労働政策研究・研修機
構「『労働者』の法的概念に関する比較法研究」労働政策研究報告書 No.
67, 161頁以下 (2006年) を参照。
(34) Auzero et al., supra note 29, n201, p. 268.
労働法典が適用されると判示された。
(35)
同じく法的従属関係の存在が認められ労働法典 L. 82216 条に基づく再
法性決定がなされたものとして, トラックによる荷物の流通を行うための
フランチャイズ契約の事案である, パリ控訴院2008年11月 6 日判決があ
る。本件では, ジーはザーから出される指示を遵守することを義務付けら







































274(274) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(35) CA Douai, 23 nov. 2006, Juris-Data n325137. もっとも, 本件では労
働契約への再法性決定の主張はなされておらず, ザーに対する労働法典
L. 3249 条に基づく刑罰の可否をめぐって争われており, その前提におい
て法的従属関係の有無が問題となっていた。
(36) CA Paris, 6 nov. 2008, Juris-Data n372730.
(37) CA Dijon, 30 juin 2005, Juris-Data n283427.
ての権限を行使することができ, かつ具体的な勤務時間に服することもな





























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 275(275)
(38) CA Rennes, 13 . 2005, Juris-Data n292457.
(39) Cass. soc., 22 mars 2007, pourvoi n0545434. もっとも, 本件は事案
の解決としては労働契約への再法性決定を否定している。
(40) V. L. Vogel et J. Vogel, supra note 20, n39, p. 67.












第 4 節 小括
以上, 労働契約への再法性決定を可能にする L. 82216 条に関する議論





























276(276) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)




への再法性決定は認められない (Cass. soc., 23 sept. 2014, pourvoi n13
17847.)。
(43) Cass. soc., 6 juin 2007, pourvoi n0642951.
(44) Cass. soc., 16 . 2008, pourvoi n0646105.
(45) V. Tourneau, supra note 21, n117.



























法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 277(277)
(46) V. L. Vogel et J. Vogel, supra note 20, n39, p. 67.





第 1 節 はじめに―L. 73212 条の紹介
前章においては, フランチャイズ契約から労働契約への再法性決定につ
いて規定する L. 82216 条について概観したが, 本章では, そのような再
法性決定をすることなく, フランチャイズ契約に対する労働法規範の適用
を可能にする L. 73212 条について検討を行う。
本章の叙述の順序について, まず以下において L. 73212 条の解釈論に
入る前にその条文を紹介する。第 2節では L. 73212 条の適用要件をめぐ
り, しばしば議論となる当該契約における法的従属関係の存在の有無, ま
たジーは自然人であることが必要か否か, および契約の条件および価格に
対する拘束について論じる。そして, 第 3 節では, 破毀院の拡張的な L.
73212 条の解釈に対する学説による批判を取り上げ, 破毀院の同条の解
釈に内在する問題点を指摘する。次いで, 第 4 節において L. 73212 条の
適用要件を充足した場合の効果について概観するが, その効果は当該契約
に労働法規範の適用が認められるというものであることから, ここでは前




















第 4章 労働法典 L. 73212 条―再法性決定をせずに
労働法典を適用
278(278) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(48) F-L. Simon, Un an 	
juridique en droit de la franchise, LPA
n227, avant-propos, Ch. de Beacque, 13 nov. 2009, n17, p. 17. なお, フラ
ンスでは民事訴訟法典12条 2 項において, 判事は当事者が契約に与えた名
称に制限されることなく専権で契約の性質決定をすることができると規定
している。
それでは, L. 73212 条の紹介に移りたい。
労働法典 L. 73212 条
「以下の者はチェーン店管理者 (de succursale) である：




de l’entreprise) に滞在する間, 顧客の意向に従う責にある者；
2o 次のような内容を必然的に構成する職業である：
a) ある者が, ある企業によって提供または承認された 1 つの店舗 (un
local) 内で, その企業によって拘束される条件および価格 (conditions et
prix 	) の下で, 自身の職業を行うという場合において, その企業
のみから排他的もしくは準排他的に提供を受ける, あらゆる種類の商品の
販売を行う者；
b) ある者が, ある企業によって提供または承認された 1 つの店舗内で,
その企業によって拘束される条件および価格の下で, 自身の職業を行うと
いう場合において, 注文 (commandes) を集め, もしくはその企業のため
だけに, 取り扱い, 搬送し, 輸送する商品を受け取る者」
第 2節 L. 73212 条の適用要件をめぐる議論
第 1款 L. 73212 条の適用要件
先ほどの労働法典 L. 82216 条は問題となる契約を労働契約へ再法性決
定をすることで労働法典を適用するという規定であったが, 同 L. 73212







法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 279(279)
されるということを意味する。L. 73212 条により労働法典が適用される
ためには, 同条 2 号が定める次の要件をすべて充たさなければならず,




すなわち, ①その者が自然人 (personnne physiques) であること, ②























280(280) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(49) V. Simon, supra note 11, n66,67 p. 4243. ジーに対する労働法典 L.
73212 条の適用に関する議論については, 田端博邦「フランスのチェー
ン店管理者の法的地位―セブンイレブン団交許否事件に関連して―」労
委労協2014年10月号28頁以下がある。同論文では労働法典 L. 73212 条の
立法の経緯についても詳しい解説がなされている。
L. 73212 条の前身の規定は, ヴィシー政権下に制定された1941年 3 月
21日の法律であり, 同法は酒場で宝くじ券を販売する, 第一次世界大戦に
おける未亡人の保護を目的に制定された (本章第 3 節第 1 款参照)。しか
し, 1972年 1 月13日の破毀院判決 (Cass. soc., 13 janv. 1972, pourvoi n71
13234 et 7113529.) がガソリンスタンドの営業財産賃貸借契約における
賃借人に対して同法を適用したのを嚆矢に同法の適用範囲は拡大していっ
たとされる(D. Mainguy, Faut-il le droit de la distribution ?, D. 2013, p.
1222.)｡ L. 73212 条の他の契約への拡大に関しては, 労働政策研究・研
修機構「労働法の人的適用対象の比較法的考察」(No. 214, 2019年 3 月)
50頁以下が詳しい。
なお, 判事は “de succursale”と同様の概念を指称する用語とし
て“
”という呼称が用いられてきたようである(F. Buy et al.,
Droit de la distribution, LGDJ, 2e 2019, n49, p58.)
(50) Cass. soc., 11 oct. 2000, pourvoi n9910922. Leloup, supra note 47, n
1238, p. 225.
(51) 要件②に関して問題となるものとして, しばしばフランチャイズ契約









なお, L. 73212 条による
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 281(281)
ザーは損害賠償請求または契約の解除をすることができる (Simon, supra









件を充たすと考えられているようである (Simon, supra note 11, n60, p.
40.)。
(52) 要件③に関して, フランチャイズ契約により店舗を経営する場合, チェー
ンの統一性確保の要請から, 店舗の設置場所をザーが選ぶことが多い。し
たがって, 一般的なフランチャイズ契約においてはこの③の要件を充たす
ものといえる (Simon, supra note 11, n61, p. 40. V. aussi, Buy et al., supra





められることが必要と解されている(L. Vogel et J. Vogel, supra note 20, n
40, p. 71.)。
(53) Simon, supra note 11, n59 et s., p. 38 et s.. V. aussi, L. Vogel et J. Vogel,
supra note 20, n40, p. 69. なお, これら要件からすると, L. 73212 条は
製品販売型フランチャイズ (franchise de distribution) のみをその適用の対
象としているように見えるが, 同フランチャイズだけでなく役務提供型フ
ランチャイズ (franchise de service) にもまた適用があると解されており
(Tourneau, supra note 25, n314, p. 142), 後者については本文で挙げた破
毀院社会部2001年12月 4 日判決において問題となったフランチャイズの
保護を受けられる者は恒常的に事業活動を行い, それが主たる活動である











































282(282) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
類型が役務提供型であったことから, かかるフランチャイズに関しても同
条の適用が認められたと解されている (V. H. Kenfack, Le prix de la 


: l’application des dispositions du Code du travail une relation
commerciale, note sous Cass. soc., 4 . 2001, D. 2002, p. 1936)。
(54) M. Malaurie-Vignal, Droit de la distribution, Sirey, 2e 
, 2012, n1168
p. 317.
(55) Kenfack, supra note 53, p. 1938.
(56) 同法に関しては, 本章第 3 節の「判例の L. 73212 条の解釈に対する
批判的見解」を参照願いたい。
(57) Cass. soc., 13 janv. 1972, Bull. Civ. V n28, pourvoi n7113234.
(58) 大山盛義「フランチャイズ契約と労働法―『労働者』概念に関する日
仏の比較法的考察―」季刊労働法211号 (2005年冬季) 154頁。
(59) Kenfack, supra note 53, p. 1938.
有 (co-qualification)」と呼ばれることもある。
(60)






第 2 款 法的従属関係の有無について
L. 73212 条が適用されるためには以上の各要件が充たされることが必
要になるが, 先述の L. 82216 条の適用には法的従属関係の存在が必要で
あったように, L. 73212 条の適用にあたってもかかる関係の存在が求め
られるのであろうか。
法的従属関係の有無については, 破毀院社会部2001年12月 4 日判決は
(62)
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(60) J.-F. Cesaro, Le de succursale : propos d’un exercise juridique de
co-qualification, in sous la direction scientifique de D. Mainguy, La crise du
contrat de franchise ?, lextenso, 2015, n4, p. 52.
(61) Malaurie-Vignal, supra note 54, n1159, p. 315.
(62) Cass. soc., 4 2001, Bull. Civ. 2001, V, n373, pourvoi n9944452,
9943440, et 9941265. 本件では, ザーとジーとの間に法的従属関係が存
在しなかったとしてジーの請求を棄却した原審が破毀され, 労働法典 L.
7811 条 2 号 (現同 L. 73212 条) の適用には法的従属関係は不要と判示
されている (V. Kenfack, supra note 53, p. 1935.)。つまり, 当事者の関係
が労働契約の関係にあったか否かは問題とならないということである (大
山・前掲註 (58) 153頁)。

















て,ルヴヌール(Leveneur)は, 上記破毀院判決の評釈において, L. 82216
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(64) Cass. com., 12 . 2013, pourvoi n1213603.
(65) Auzero et al., supra note 29, n200, p. 267.
(66) Malaurie-Vignal, supra note 54, n1167, p. 317.




関係の証明も容易になるといえる (Auzero et al., supra note 29, n203, p.
270. V. aussi, Simon, supra note 11, n62, p. 40)。もっとも, 本文で挙げた
要件はどれも明確性を欠くものであるため, 同条の適用範囲がいたずら
に拡張され得る可能性がある旨指摘するものとして, Mainguy, supra









同条 1 号で定める者は労働者ではないという推定を行いつつ, 同条 1 号
で挙げた者は労働契約の存在を示す法的従属関係を証明することで自身が
締結した契約を労働契約へと再法性決定を求めることを可能にすることを
目的とする。他方で, L. 7811 条は問題となる契約関係において労働契約
の存在を明らかにするということを目的とするのではなく, 労働法規範の
対象とはならないはずの事業者にまでその規律を及ぼすということを目的
とするものである。したがって, L. 73212 条の適用にあたり法的従属関
係の存在を証明することは不要であるとする。
(69)
第 3 款 実質的に消滅した「自然人」であることという要件―要件①に
関して
前記の L. 73212 条の適用要件において, ジーが自然人でなければなら
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(69) L. Leveneur, le obtient l’application du Code du travail 
l’encontre du franchiseur sans qu’il soit besoin un lien de subordina-
tion, Contrats, conc. consom., n4, Avril 2002, comm. 55.
(70) V. Cesaro, supra note 60 , n6, p. 52.
(71) Cass. soc., 21 . 2007, pourvoi n0545048. V. aussi, Grimaldi et al.,








たものがある。すなわち, 破毀院は, 6 つの店舗を経営していた法人に
ついて, 人的要素の考慮にもとづき, 当該法人の行っていた事業に関して













とであり, 実際に, 有限責任一人企業 (entreprise unipersonnelle 	

	EURL) であるジーに対して, 控訴院は L. 73212 条の適
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(72) Cass. soc., 26 nov. 2008, Bull. Civ. 2008,Ⅴ , n235, pourvoi n06
45104.
(73) Cass. soc., 1 . 2011, pourvoi n0845223.
(74) Cass. soc., 28 nov. 2006, pourvoi n0446055. 本件はガソリンスタン
ドにかかる営業財産の賃貸借契約の事案であるが, 有限責任会社である販
売店が, 契約の相手方である Mobil 社からガソリンを準排他的に供給を
受けていたこと, 店舗も Mobil 社から提供を受けていたこと等の諸要素
が認められるとして, この販売店について L. 7811 条の適用を認めた。




ついてマロリー＝ヴィニャル (Malaurie-Vignal) は, 法人のようなジーで
あっても, 契約関係における実態に照らして, ザーに対する経済的依存性
が認められる場合には, L. 73212 条の適用が認められるということを意
味するものとする。
(77)
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(76) Cass. soc., 21 . 2007, pourvoi n0545048. 同判決が法人形態のジー
にも L. 7812 条 2 号の適用を認めた点に関する評釈として, M. Malaurie-
Vignal, Le contrat de franchise entre 	
	et 	
	, Contrats,
conc. consom., n5, Mai 2007, comm. 120.
(77) Ibid.
(78) L. Vogel et J. Vogel, supra note 20, n40, p. 70.
(79) Ph. Bessis, Le contrat de franchisage, LGDJ, 1992, n39, p. 42.
(80) V. Simon, supra note 11, n63, p. 41.











そこで, そういった制約が L. 73212 条が挙げる労務の
条件および価格に対する拘束になるのではないかとして問題になることが






) や上限価格 (prix maximal) をジーに課すことは可能で
あるとされている。
(85)
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(82) Ibid., p. 1935.
(83) V. Grimaldi et al., supra note 17, n15, p. 11.
(84) 労務の条件に関する議論としては, たとえば, 判例上, 服装に関する
制約はザーのチェーンの統一性を確保するためのものであって, ジーの店
舗経営における独立性を侵害するものではないと解されている (L. Vogel




束が認められるとして, 旧 L. 7811 条の適用を認めたものがある (Cass.
soc., 12 janv. 1983, Bull. civ.Ⅴ, n14, pourvoi n8041288)。
(85) Tourneau, supra note 25, n315, p. 143 ; Y. Marot, Le Droit de la
Franchise, Gualino 
, 2003, p. 92. なお, 当然のことではあるが, 販売
店の側で自由に価格を決定することができると評価できるような場合には








社会部2001年12月 4 日判決の事案はこうである。すなわち, 流通におけ
る時間および道順もザーの営業政策 (politique commerciale) によって拘
束されたものであり, 顧客が支払う料金価格 (tarif) もまたザーから拘束
されたものであり, しかもこの料金はジーが受領するのではなくザーが直
接顧客から徴収していたものであった。以上から, ジーは経済的依存状態
にあったとして, L. 7812 条 2 号 (現 L. 73212 条) の適用のための要件
を充たしたと判示した。
(87)










なるのが, 希望小売価格 (prix 	
) と上限価格 (prix maximal) であ
る。
まず, 希望小売価格に関して, たとえば, ザーが供給する商品に関して
論
説
法と政治 71巻 1号 (2020年 5月) 289(289)
(86) Tourneau, supra note 25, n315, p. 144.
(87) Cass. soc., 4 . 2001, pourvoi n9941265.












ところが, その一方で, 破毀院社会部は, 近時, 先述した見解と異なる





年 6 月23日判決および営業財産賃貸借契約 (contrat 	libre d’un
fonds de commerce) の事案である同2013年 1 月 9 日判決である。
まず, 前者の2015年判決は, ザーが, ジーの店舗で販売する商品およ
び店舗内の陳列台における商品の占有可能な長さ (
) についても




















290(290) 法と政治 71巻 1号 (2020年 5月)
(89) Cass. soc., 8 avr. 1992, pourvoi n8942101.
(90) Cass. soc., 9 mars 2011, pourvoi n0942901.




束があったとみるべきであるとの指摘がある (Marot, supra note 85, p.
93.)｡
(92) V. B. Soltner et J. Boddaert, Les reseaux de distribution 	par
l’application extensive de l’article L. 73212 du code du travail, D. 2017, p.
372.















の商業政策は, 価格協定 (ententes) の禁止を回避することを目的とした
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(93) Cass. soc., 23 juin 2015, pourvoi n1326361 ; D. 2016, p. 970, obs. D.
Ferrier.
(94) Soltner et Boddaert, supra note 92, p. 372.
(95) Cass. soc., 9 janv. 2013, pourvoi n1120597.
第 3節 判例の L. 73212 条の解釈に対する批判的見解
第 1款 価格拘束に関する批判




その L. 73212 条の前身







して, その後, 同法は清掃会社の受託販売人 (	
d’entreprise de
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(96) Mainguy, supra note 49, p. 1224.






(100) Mainguy, supra note 49, p. 1225.
以上のような経緯を踏まえて, 破毀院が採ってきた L. 73212 条の拡張
的な適用は非難されるべきであるとするのがソルトネー (Soltner) とボデー







では L. 73212 条にいう価格拘束には希望小売価格や上限価格も該当し得
ると解しているように思われるところ, 希望小売価格や上限価格を課せら
れたとしても, 販売店が供給者に対して経済的に依存する状態に置かれる
わけではないので, L. 73212 条の適用は問題にならないと批判する。価
格拘束となるのは, 商法典 L. 4425 条が禁ずる最低価格 (prix minimum)
を商品の供給者が課した場合であるとする。
(103)
そして, L. 73212 条の価格
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(101) Soltner et Boddaert, supra note 92, p. 370.




によるチェーン展開にとって必要なものであるとする (Ibid., p. 372. V.
aussi, Mainguy, supra note 49, p. 1224.)。
(103) 商品等の供給者による価格の拘束に関しては, 商法典 L. 4425 条に
よって, 直接的・間接的であるとを問わず最低販売価格 (prix minimum)
を課すことは, 15,000ユーロの罰金刑をもって禁じられている。もっとも,
L. 73212 条のいう「価格拘束」は, 商法典 L. 4425 条がいうそれよりも
より広い概念であると解されているとの指摘もある (A. Constantin, Re-
qualification d’un contrat de franchise en contrat de travail, note sous Cass.
soc., 4 2001, JCP G, 2002, I, 148, p. 1242.)。
このように, 彼らは, 破毀院社会部がとりわけ価格拘束の要素を広範に
解することで L. 73212 条を拡張的に適用してきていることに対して批判
的見解を示している。
(105)
第 2 款 L. 73212 条による保護を受ける主体に関する批判
また, L. 73212 条の適用範囲の拡張傾向に対しては, マンギュイ
(Mainguy) も批判的見解を投げかけるが, 彼はとりわけ L. 73212 条が法
人に対しても適用されるという判例の立場に対して批判を行っている。彼








の自由の原則 (principe de la du commerce et de l’industrie) を否
定することになってしまう。流通契約の領域において, そうした過度に拡
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(104) Soltner et Boddaert, supra note 92, p. 373.














働法規範による保護を及ぼす L. 73212 条は法政策的に正当な規定である
のかという疑問を投げかける見解も存在する。すなわち, L. 73212 条に






第 4 節 L. 82216 条および L. 73212 条の適用による効果
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(106) Mainguy, supra note 49, p. 12241231.
(107) Cesaro, supra note 60, n7, p. 56. 彼は, L. 7322 条 2 号 aが,「 1 つの
店舗 (un local)」としている点を指摘する。
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(109) Cass. soc., 14 
2006, pourvois n0540842, 0540843 et 0540844.
(110) Kenfack, supra note 53, p. 1937.
(111) CA Toulouse, 26 oct. 2006, RG n673.
(112) CA 9 mai 2007, Juris-Data n340953.
(113) Cass. soc., 14 
2006, pourvoi n0540844.
(114) Cass. soc., 25 . 1998, pourvoi n9544096 et 9640144 ; L. Vogel et J.
Vogel, supra note 20, n40, p. 72.
(115) Cass. soc., 25 1998, pourvoi n9544096 et 9640144.
(116) Cass. soc., 5 oct. 2016, n1522730. 競業避止義務条項が有効となるた
めには, 破毀院が, 労働契約における使用者は労働者に対して金銭的給付
ところで, L. 82216 条にもとづきフランチャイズ契約が労働契約へと
再法性決定された場合には, ジーは労働法規範の適用を受けることが可能
になり, 労働者として保護されることになるが, L. 73212 条にもとづい
てチェーン店管理者とされた場合には, あらゆる労働法に関連する規範















者とされる結果, 労働法典 L. 32410条以下 (現同 L. 82211 条以下) に
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を行わなければならないと判示した 3 判決 (Cass. soc., 10 juill. 2002,




似性より―」労旬1672号31頁以下 (2008年) が詳しい。もっとも, 破毀院
はフランチャイズ契約における同義務の有効要件として金銭的給付が存在
することが必要であるとは判断していないようである (V. C. Grimaldi et
al., Droit de la franchise, Litec, 2011, p. 167 et s..)。
(117) Dissaux et Loir, supra note 14, n	924, p. 487.
(118) Cass. soc., 10 oct. 2002, pourvoi n	0220326.
もとづいて, 不法就労 (travail ) の場合に適用され得る刑事上の
制裁が科せられることがある。
(119)
第 5 節 小括
ここまで, L. 73212 条にかかわる議論を俯瞰してきた。ここで小括と
して本章における議論をまとめたい。
第 1款 労働法典 L. 73212 条の適用要件に関して
L. 73212条は, 労働契約への再法性決定を経ることなく, ジーを「チェー
ン店管理者」として扱って労働法規範を及ぼすことでジーを保護する規定
である。L. 73212 条の適用にあたっては法的従属関係は必要なく, ジー
のザーに対する経済的依存性が認められればよいというのが判例の立場で
ある。ジーの経済的依存性は L. 73212 条の適用要件から特徴づけられる。
L. 73212 条が適用されると, ジーには商人と労働者という 2 つの属性が
併有されることになる。
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(119) Cass. crim., 27 nov. 2001, pourvoi n	0183767.
いう意図が証明された場合に限り L. 73212 条の適用を認めるべきとの批
判があった。
第 2款 効果に関して






L. 82216 条が適用される場合には, ジーは労働者と同様の保護を享受す
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(120) Simon, supra note 48, n18, p. 18.
(121) V. Soltner et Boddaert, supra note 92, p. 370.





して労働法規範の適用を可能にする L. 73212 条に関する議論では, チェー
ンの統一性の要請とジーの独立性の要請の相反性が顕著にあらわれてくる。
L. 73212条は, 労働契約ではない商事契約の類型にまで, 当事者の経済
的依存性を考慮に労働法規範を及ぼすという政策的企図をもって制定され








































保護に傾斜した解釈を示す根底には, 実際に 4 分の 3 近くのジーが元賃
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であるといえる。
(124) V. Buy et al., supra note 49, n79, p. 82.
(125) かかる点につき, 大山・前掲註 (33) 154155頁。









実際に価格拘束を禁じる商法典 L. 4425 条は両者を













現在の破毀院の状況は, まさに, コンスタンチン (Constantin) が指摘
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(127) D. Ferrier et N. Ferrier, supra note 24, n374 et s., p. 203 et s..
(128) Malaurie-Vignal, supra note 54, n386, p. 109.
(129) D. Ferrier et N. Ferrier, supra note 24, n376, p. 205.
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L’application de droit du travail au contrat de franchise
selon le droit 
Hidekazu YAJIMA
Ce traite a pour objet la relation entre le contrat de franchise et celui de
travail. En droit 	la jurisprudence 
souvent que si les con-
ditions de contrat se trouve quelques ayant pu preuver le contrat
de travail, c’estdire le lien de subordination entre les parties, ce contrat est






d’un travail sous d’un employeur qui a le pouvoir de donner des
ordres et des directives, d’en 

et de sanctionner les
manquements. Dans le cas en ayant pour 
sa relation 
l’application des du Code du travail, un franchiseur
contracte avec le 
En ce qui concerne ce 	la jurispru-
dence applique l’artcle L. 82216 du Code du travail au type de contrat pour
le 
qui a 
comme Cet article dispose
que l’existence d’un contrat de travail peut lorsque les personnes
fournissent directement ou par une personnedes prestationsun
donneur d’ordre dans des conditions qui les placent dans un lien de subordi-
nation juridique. C’est ainsi que certain contrat de franchisequi est


par le lien de subordination peut requalifier au contrat de travail.
Toutefois, dans le cas le contrat qui ne remplie pas les conditions de




	par exemple la pratique de prix
par le franchiseur, la jurisprudence applique ce contrat l’article L.
73212 du Code pour traiter le
commede succursale,
 s’il est la personne morale. C’est donc qu’il n’est pas 
le
lien de subordination pour que l’article L. 73212 du Code du travail est
!Cela signifie que sans que le contrat ne soit !de contrat























En cas de une telle application pour le 	le
	: notamment de la condamnation du franchiseur au titre
du rappel de salaires et de 	ainsi que le du de
la sociale.
Table des 	
Chapitre 1 : Introduction
Chapitre 2 : La du contrat de franchise
Chapitre 3 : La requalification du contrat de franchise en contrat de travail－
Code du travail L. 82216
Chapitre 4 : L’application des du Code du travail en dehors de toute
requalification－Code du travail L. 73212
Chapitre 5 : Conclusion de notre 
